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番

号

番

号

番

号

指標
子育て世代包括支援センター
設置市町村数

指標
育てにくさを感じた時に対処で
きる親の割合（3・4か月児）

妊婦健診平均受診回数の全国平均
以上を維持

指標 妊婦健診平均受診回数

3

2

9

1

2

関係機関連携の推進

7

4
人材確保、緊急時対応研修等の
実施

緊急時転院搬送の円滑な実施
の支援

周
産
期
医
療
体
制
整
備

6

育てにくさを感じた時に対処できる
親の割合の増加（3・4か月児）

子育て世代包括支援センター設置
市町村数の増加

妊娠・出産について満足している者
の割合の増加

産
前
産
後
の
支
援
体
制
整
備 8

新生児スクリーニングの実施・普
及啓発

3

5
妊娠・出産に関連する各種相談・
普及啓発活動の推進

妊娠期から子育て期までの切れ
目ない支援の推進

妊婦健診受診・受療支援

妊産婦死亡率、新生児死亡率、周
産期死亡率全国平均以下

緊急体制協力医療機関数指標

指標
妊産婦死亡率、新生児死亡
率、周産期死亡率

1

指標
妊娠・出産について満足して
いる者の割合

2

C　目的（府民の状態）B　目標（体制整備・医療サービス）A　個別施策

3
周産期母子医療センターの医療
機能向上

産婦人科救急搬送、最重症合併
症妊産婦の受入体制の整備

1

緊急時に適切な対応ができる医療
機関の確保

施策・指標マップ 

●大阪府　第7次大阪府医療計画　https://www.pref.osaka.lg.jp/iryo/keikaku/
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分類 
B：目標 

C：目的 
指 標 対象年齢 

現 状 目標値 

値 出典 
2020 年度 
（中間年） 

2023 年度 
（最終年） 

B 緊急体制協力医療機関数 － 
37医療機関 
(平成 28 年度) 

大阪府「地域保

健課調べ」 
維持 維持 

B 妊婦健診平均受診回数 － 
10.3 回 

(全国 9.8 回) 
(平成 27 年) 

厚生労働省 

「地域保健・健康

増進事業報告」 

全国平均 
以上 

全国平均 
以上 

B 
子育て世代包括支援センタ
ー設置市町村数 

－ 
29 市町村 

(平成 29 年度) 
大阪府「地域保

健課調べ」 
43 市町村 43 市町村 

C 妊産婦死亡率 － 
5.7 

(全国 3.4) 
(平成 28 年) 

厚生労働省 

「人口動態統計」 
－ 

全国平均 
以下 

C 新生児死亡率 － 
0.7 

(全国 0.9) 
(平成 28 年) 

厚生労働省 

「人口動態統計」 
－ 

全国平均 
以下 

C 周産期死亡率 － 
3.5 

(全国 3.6) 
(平成 28 年) 

厚生労働省 

「人口動態統計」 
－ 

全国平均 
以下 

C 
妊娠・出産について満足し
ている者の割合 

－ 
73.7％ 

(平成 27 年度） 
厚生労働省 

「健やか親子 21」 
－ 85％ 

C 
育てにくさを感じた時に対
処できる親の割合 
（3・4 か月児） 

－ 
77.7％ 

(平成 27 年度) 
厚生労働省 

「健やか親子 21」 
－ 95％ 

目標値一覧 
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《数値目標》 

目標項目 基準値 現状値 目標値(R5)  備 考 

目指す姿（分野アウトカム） 

母子保健指標 

の改善 

周産期死亡率 

（出産千対） 

3.8 （H24 ～ 

H28 の平均値） 

県 3.54 

全国 3.5 

（H27～R1 平均値) 

Ｈ29 ～R4 の平均値が全

国平均より低い 

評価指標が平均値の比

較であることから、分

野アウトカムとしての

評価は困難。数値評価

は最終年度に行う。 

新生児死亡率＊ 

（出生千対） 

1.0 （H24 ～ 

H28 の平均値） 

県 0.86 

国 0.9 

（H27～R1 平均値) 

Ｈ29 ～R4 の平均値が全

国平均より低い 

取組の方向性（中間アウトカム） 

🈟災害時 

周産期医療 

体制の構築 

災害時小児 

周産期リエゾン 

委嘱者数 

－ 12 名 15 名 新規追加 

具体的な施策（アウトプット） 

周産期関連 

病床の整備 

NICU 病床 

（ただし人工換気

管理可能な病床） 

32 床（H29） 39 床 現状維持 

GCU 病床 46 床（H29） 51 床 
地域周産期母子医療 

センターに増床

NICU 等の 

長期入院児 

後方支援病床 

3/7 圏域

（H29） 

3/7 圏域 

（10 床） 

各二次保健医療圏域に 

１か所以上整備 
 ８床（Ｈ29） 

●滋賀県　第７次滋賀県保健医療計画中間見直し　https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kenkouiryouhukushi/iryo/300043.html
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ロジックモデル

番号 番号 番号

指標 周産期関連病床の整備（NICU） 指標
NICU病床
GCU病床

周産期死亡率（出産千対）

指標 周産期関連病床の整備（GCU） 新生児死亡率（出生千対）

3

4

5

6

7

指標 NICU等の長期入院児後方支援病床

指標
周産期関連病床の整備（NICU等の長期入院
児後方支援病床）

9

指標 （検討中）

10

11 指標 🈟災害時小児周産期リエゾン委嘱者数

12

13 指標 （検討中）

分娩取扱場所について検討する場を立ち上げ、安心・安
全な分娩取扱場所を確保

3

地域における分娩取扱場所の確保

新生児ドクターカーが出勤できない場合、ドクターヘリの
活用

周産期医療協議会および検討部会等での検討

取組の方向性（中間アウトカム） 目指す姿（分野アウトカム）

1

周産期医療体制の充実・強化

1

周産期医療体制を充実・強化し、妊婦およびその家族が
安心・安全な出産を迎えることができる

指標

総合周産期母子医療センターと地域周産期母子医療セン
ターの専門医療が提供できる体制整備

新生児救急搬送の体制継続

具体的な施策(アウトプット）

1

人工換気管理可能なNICU病床整備（37床以上)

2

東近江ブロックのGCU病床整備

NICUおよびGCUに長期入院している児が、NICU等か
ら在宅医療へ円滑に移行できる体制整備

2

NICU等の長期入院児後方支援病床の充実・強化

8

二次保健医療圏域ごとに１病院以上、NICU等の長期入
院児後方支援病床を整備

災害時小児・周産期医療体制の検討

4

災害時周産期医療体制の構築

平時から防災訓練や研修会等に参加し、ＤＭＡＴ等と連
携することができる体制の構築

健康管理や妊婦健診受診の啓発、妊娠リスクスコアの活
用促進、胎動カウントの促進

5

ハイリスク妊産婦への支援・診療体制の確保

母子保健事業と連携し、必要時に速やかに精神科医療機
関等の関係機関と連携できる診療体制の確保



機能

1 再掲

18 再掲
2 再掲

出生率 ↑
関連データ 検討会・研修会の開催状況 → 合計特殊出生率 ↑

低出生体重児出生率 ↓
3 再掲 分娩数（帝王切開件数を含む。） ↑

正常分娩数 ↑

4 再掲

精神科等との連携体制の状況 ↑

5 再掲

新生児搬送用救急車の整備状況 →

6 再掲 22

新生児死亡率 ↓
他の医療機関からの搬送受入状況 → 周産期死亡率 ↓

妊産婦死亡率 ↓
死産率 ↓

19 再掲

7 再掲 出生率 ↑
合計特殊出生率 ↑

関連データ 検討会・研修会の開催状況 → 低出生体重児出生率 ↓
分娩数（帝王切開件数を含む。） ↑

8 再掲 ＮＩＣＵ入室児数 ↓

精神科等との連携体制の状況 ↑

9 再掲

10 再掲

新生児搬送用救急車の整備状況 →

11 再掲

他の医療機関からの搬送受入状況 →
20 再掲

出生率 ↑
合計特殊出生率 ↑

12 再掲 低出生体重児出生率 ↓
分娩数（帝王切開件数を含む。） ↑

関連データ 検討会・研修会の開催状況 → ＮＩＣＵ入室児数 ↓

13 再掲

他の医療機関からの紹介状況 ↑
精神科等との連携体制の状況 ↑

14 再掲

15 再掲

21 再掲
16 再掲

小児在宅人工呼吸指導管理料算定回数↑
障害児入所施設在所者数 ↑

17 再掲

↑

↑災害時小児周産期リエゾン研修受講
者数

→ＭＦＩＣＵ，ＮＩＣＵ、ＧＣＵの病
床数

↑メンタルヘルスが必要な妊産婦の把
握状況

↑周産期救急情報システム(大規模災
害対策情報システム)への登録状況

関連データ

災害時の周産期医療体制維持のための体制
整備

↑産後訪問指導を受けた割合↑周産期救急情報システム(大規模災
害対策情報システム)への登録状況

関連データ

（最終）目的施策効果施策

オープンシステム・セミオープンシ
ステムへの参加状況

→

→リスクの低い帝王切開術に対応する
ための連携状況

療
養
・
療
育
支
援

退院可能な小児が在宅で療養できるよう支
援体制の整備

周産期医療関連施設を退院した障がい児等
が生活の場で療養・療育できる体制の提供児の急変時の救急対応可能な病院等との連

携
関連データ

周産期医療関連施設等と連携し、療養・療
育が必要な児の情報（診療情報や治療計画

↑ＮＩＣＵ入院児支援コーディネー
ター数

関連データ

↑救急対応可能な病院等との事前の連
携状況

関連データ

↑他の医療機関との診療情報や治療計
画の共有の状況

関連データ

リスクの高い妊婦に対する医療、高度な新
生児医療等を行う、産科合併症以外の合併
症を有する母体への対応

関連データ医療従事者への効果的な症例検討会の開催
や研修等の実施

精神疾患を合併する妊産婦への対応可能な
体制整備

関連データ

関連データ

他の医療施設との合同症例検討会の
開催

↑

↑他の医療機関との医療機器共同利用
状況

総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー

質の高い医療を提供するための体制の維持

関連データ

地域周産期母子医療センターその他の地域
周産期医療関連施設等との連携体制の強化

災害時の周産期医療体制維持のための体制
整備

関連データ
周産期救急情報システム(大規模災
害対策情報システム)への登録状況

地
域
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー

関連データ

関連データ

医療従事者への効果的な症例検討会の開催
や研修等の実施

ＭＦＩＣＵ，ＮＩＣＵ、ＧＣＵの病
床数

地域周産期医療関連施設等からの救急搬送
や総合周産期母子医療センターその他の地
域周産期医療関連施設等との連携

他の医療施設との合同症例検討会の
開催

他の医療機関との医療機器共同利用
状況

安心して産み育てられる周産期医療体制の構築

関連データ

周産期に係る比較的高度な医療行為の実
施、24時間体制での周産期救急医療（緊急

↑

↑
関連データ

周産期医療

関連データ

妊産婦のメンタルヘルスへの対応

正
常
分
娩

地域周産期母子医療センター等他の医療機
関や消防機関との連絡体制の充実、連携強

関連データ

合併症や、帝王切開術その他の手術への適
切な対応医療従事者への効果的な症例検討会の開催

や研修等の実施

災害時の周産期医療体制維持のための体制
整備

妊産婦のメンタルヘルスへの対応

関連データ

質の高い医療を提供するための体制の維持

関連データ

↑メンタルヘルスが必要な妊産婦の把
握状況

→

239

●愛媛県　第７次愛媛県地域保健医療計画　https://www.pref.ehime.jp/h20150/keikaku/keikaku/dai7jiiryokaikaku.html



機能

1 再掲

18 再掲
2 再掲

出生率 ↑
関連データ 検討会・研修会の開催状況 → 合計特殊出生率 ↑

低出生体重児出生率 ↓
3 再掲 分娩数（帝王切開件数を含む。） ↑

正常分娩数 ↑

4 再掲

精神科等との連携体制の状況 ↑

5 再掲

新生児搬送用救急車の整備状況 →

6 再掲 22

新生児死亡率 ↓
他の医療機関からの搬送受入状況 → 周産期死亡率 ↓

妊産婦死亡率 ↓
死産率 ↓

19 再掲

7 再掲

関連データ 検討会・研修会の開催状況 → 出生率 ↑
合計特殊出生率 ↑

8 再掲 低出生体重児出生率 ↓
分娩数（帝王切開件数を含む。） ↑
NICU入室児数 ↓

精神科等との連携体制の状況 ↑

9 再掲

災害時小児周産期リエゾン任命者数 →

10 再掲

新生児搬送用救急車の整備状況 →

11 再掲

他の医療機関からの搬送受入状況 →
20 再掲

出生率 ↑
合計特殊出生率 ↑

12 再掲 低出生体重児出生率 ↓
分娩数（帝王切開件数を含む。） ↑

関連データ 検討会・研修会の開催状況 → NICU入室児数 ↓

13 再掲

他の医療機関からの紹介状況 ↑
精神科等との連携体制の状況 ↑

14 再掲

災害時小児周産期リエゾン任命者数 →

15 再掲

21 再掲
16 再掲

障害児入所施設在所者数 ↑

17 再掲

・再掲している施策等は、再掲欄の✓で表示
・関連データの矢印は、当該データの方向性を示す

正
常
分
娩

関連データ

ハイリスク妊産婦連携指導料届出状
況

↑

地
域
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー

ハイリスク妊産婦連携指導料届出状
況

関連データ

↑

関連データ
MFICU、NICU、GCUの病床数

関連データ
↑

周産期救急情報システム(大規模災
害対策情報システム)への登録状況

災害時の周産期医療体制維持のための体制整
備

↑

周産期医療

関連データ
妊産婦のメンタルヘルスへの対応

地域周産期母子医療センター等他の医療機関
や消防機関との連絡体制の充実、連携強化

関連データ

合併症や、帝王切開術その他の手術への適切
な対応医療従事者への効果的な症例検討会の開催や

研修等の実施

災害時の周産期医療体制維持のための体制整
備

妊産婦のメンタルヘルスへの対応

質の高い医療を提供するための体制の維持

関連データ

↑

関連データ

メンタルヘルスが必要な妊産婦の把
握状況

→

安心して産み育てられる周産期医療体制の構築

関連データ

↑

↑
関連データ

周産期に係る比較的高度な医療行為の実施、
24時間体制での周産期救急医療（緊急帝王切
開術、その他緊急手術を含む。）への対応

医療従事者への効果的な症例検討会の開催や
研修等の実施

地域周産期医療関連施設等からの救急搬送や
総合周産期母子医療センターその他の地域周
産期医療関連施設等との連携

他の医療施設との合同症例検討会の
開催

他の医療機関との医療機器共同利用
状況

地域周産期母子医療センターその他の地域周
産期医療関連施設等との連携体制の強化

災害時の周産期医療体制維持のための体制整
備

周産期救急情報システム(大規模災
害対策情報システム)への登録状況

ハイリスク妊産婦連携指導料届出状
況

関連データ

関連データ

総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー

リスクの高い妊婦に対する医療、高度な新生
児医療等を行う、産科合併症以外の合併症を
有する母体への対応

関連データ医療従事者への効果的な症例検討会の開催や
研修等の実施

精神疾患を合併する妊産婦への対応可能な体
制整備

関連データ

他の医療施設との合同症例検討会の
開催

↑

↑
他の医療機関との医療機器共同利用
状況

↑

→MFICU、NICU、GCUの病床数

↑

質の高い医療を提供するための体制の維持

関連データ

療
養
・
療
育
支
援

退院可能な小児が在宅で療養できるよう支援
体制の整備

周産期医療関連施設を退院した障がい児等が
生活の場で療養・療育できる体制の提供

児の急変時の救急対応可能な病院等との連携

周産期医療関連施設等と連携し、療養・療育
が必要な児の情報（診療情報や治療計画等）
の共有

↑NICU入院児支援コーディネーター数関連データ

↑
救急対応可能な病院等との事前の連
携状況

関連データ

↑
他の医療機関との診療情報や治療計
画の共有の状況

関連データ

関連データ
小児在宅人工呼吸指導管理料算定回
数

（最終）目的施策効果施策

オープンシステム・セミオープンシ
ステムへの参加状況

→

→
リスクの低い帝王切開術に対応する
ための連携状況

↑産後訪問指導を受けた割合↑
周産期救急情報システム(大規模災
害対策情報システム)への登録状況

↑
メンタルヘルスが必要な妊産婦の把
握状況
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●愛媛県　第７次愛媛県地域保健医療計画中間評価・見直しhttps://www.pref.ehime.jp/h20150/keikaku/keikaku/tyuukanhyoukaminaoshi.html



第４章－82 

○ 施策体系表

個別施策 中間アウトカム 分野アウトカム

正常分娩等に対する医療の

提供の確保

産科医師のキャリア形成

周産期医療体制が整備

され、安心して子どもを

産み育てることができる

【効果指標】

○産科・産婦人科・婦人科医師数

○医師修学資金貸与者の就業産科

医数
【検証指標】

○分娩を取扱う医療機関数

○分娩数

【検証指標】

○新専門医制度産科プログラム

実施人数

【効果指標】

○新生児死亡率

○周産期死亡率

○妊産婦死亡数

比較的高度な医療の提供の確保

【検証指標】

○ハイリスク分娩管理加算届出

医療機関数

産科医師の確保

【効果指標】

○医師修学資金貸与件数のうち

産科数

【検証指標】

○母体・新生児搬送数・県内

搬送率

○母体・新生児搬送数のうち
受入困難事例の件数

救急搬送体制の整備

災害時搬送体制の整備

【効果指標】

○災害時小児周産期リエゾン数

災害時小児周産期リエゾン研

修

【効果指標】

○国のリエゾン研修受講者数

高度な医療の提供の確保

【効果指標】

○総合周産期母子医療センター数

○地域周産期母子医療センター数

ＮＩＣＵ等の整備支援

【効果指標】

○ＮＩＣＵを有する病院数・病床数

○ＧＣＵを有する病院数・病床数

○ＭＦＩＣＵを有する病院数・病床数
○新生児専門医数

【検証指標】

○周産期医療施設設備整備補助

件数

○産科・周産期傷病者搬送人員数

周産期医療従事者の資質向上

支援

【検証指標】

○周産期医療従事者資質向上

研修受講者数

一

般

産

科

医

療

地

域

の

周
産

期

医

療

総

合

的

な
周

産

期

医

療

精神疾患合併妊産婦への対応

【検証指標】

○総合周産期母子医療センターの

精神科医師配置数、臨床心理士配

置数、精神科医療機関連携数

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

●佐賀県　第７次佐賀県保健医療計画　https://www.pref.ehime.jp/h20150/keikaku/keikaku/tyuukanhyoukaminaoshi.html



第４章－83 

○ 数値目標
【分野アウトカム】

指標 現状 目標 

1 

新生児死亡率（出生千対） 

（人口動態調査） 

0.6 

【全国】0.9 

（低い方から 5位） 

（2016年） 

全国順位低い方

から 5位以内 

（2023年） 

周産期死亡率（出産千対） 

（人口動態調査） 

2.5 

【全国】3.6 

（低い方から 2位） 

（2016年） 

全国順位低い方

から 5位以内 

（2023年） 

妊産婦死亡数 

（人口動態調査） 

 1 

（2016年） 

0 

（毎年度） 

【中間アウトカム】 

指標 現状 目標 

2 

出生児 1,000 人当たり産科・産婦人科・婦人科医師

数 

（医師・歯科医師・薬剤師調査） 

9.7人 

【全国】11.6 

（2016年） 

H30以降の医師

確保対策と合わ

せて設定 

医師修学資金貸与者の就業産科医数 

（県調査） 

11人 

（2016年） 

21人 

（2023年） 

分娩を取扱う医療機関数 

（医療施設調査） 

県全体 26 

中部 11、東部 2、

北部 3、西部 4、

南部 6 

（2014年） 

－ 

15～49歳女性 10万人当たり分娩数 

（医療施設調査） 

412.3 

【全国】345.7 

（2014年） 

－ 

3 
15～49 歳女性 10 万人当たりハイリスク分娩管理加

算届出医療機関数（診療報酬施設基準） 

9.2 

（2015年） 
－ 

4 

総合周産期母子医療センター数 

（県調査） 

1 

（2017年） 

1 

（2023年） 

地域周産期母子医療センター数 

（県調査） 

2 

（2017年） 

4 

（2023年） 

5 
災害時小児周産期リエゾン数 

（県調査） 

0人 

（2017年） 

24人 

（2023年） 



第４章－84 

【個別施策】 

指標 現状 目標 

6 
医師修学資金貸与件数のうち産科数 

（県調査） 

14 

（2016年） 

21 

（2023年） 

7 
新専門医制度産科プログラム実施人数 

（県調査） 

－ 

※2018年～
－ 

8 

人口 10万人当たり母体・新生児搬送数・県内搬送率 

（消防庁調査） 

238.7 

（2014年） 
－ 

人口 10万人当たり母体・新生児搬送数のうち受入困

難事例の件数①（医療機関に受入の照会を行った回

数が 4回以上の件数） 

（消防庁調査） 

0.6 

（2015年） 
－ 

人口 10万人当たり母体・新生児搬送数のうち受入困

難事例の件数②（現場滞在時間が 30分以上の件数） 

（消防庁調査） 

0.6 

（2015年） 
－ 

9 
周産期医療従事者資質向上研修受講者数 

（県調査） 

55人 

（2017年） 
－ 

10 

ＮＩＣＵを有する病院数・病床数 

（医療施設調査・県調査） 

4病院、26床 

（2016年） 

現状維持 

（2023年） 

ＧＣＵを有する病院数・病床数 

（医療施設調査・県調査） 

1病院、18床 

（2016年） 

2病院、24床 

（2023年） 

ＭＦＩＣＵを有する病院数・病床数 

（医療施設調査・県調査） 

1病院、6床 

（2016年） 

現状維持 

（2023年） 

新生児専門医数 

（新生児医学会） 

3人 

（2016年） 

6人 

（2023年） 

周産期医療施設設備整備補助件数 

（県調査） 

1件 

（2017年） 
－ 

産科・周産期傷病者搬送人員数 

（消防庁調査） 

280人 

（2015年） 
－ 

11 

総合周産期母子医療センターの精神科医師配置数、

臨床心理士配置数、精神科医療機関連携数 

（周産期体制調） 

精神科医師 0 

※非常勤 週 1回

臨床心理士 2

連携数 2

（2016年）

－ 

12 
国の災害時小児周産期リエゾン研修受講者数 

（県調査） 

5人 

（2017年） 

24人 

（2023年） 

※指標の下段の（ ）内は、出典元となる調査名



指標１ 周産期病床数（ＮｉＣＵ）、（ＧＣＵ）

指標２ 周産期母子医療センターの機能分担について協議の場がある

指標１ 周産期母子医療センター分娩取り扱い産婦人科医師数

指標２

指標３

指標４

指標６

参考

指標

指標１

指標２

指標 コーディネートチームの配置及び連携回数

周産期医療資源維持に必要な県民への意識啓発

2

1

1

2

3

3

2

1

1

地域で出産できる体制の確保

指標
周産期死亡要因の分析と周産期搬送の評価を
行い、結果を全周産期施設で共有する場があ
る

周産期医療人材の育成

母体受入困難事例数、新生児受入困難事例数

広報回数

指標
母体搬送率、　県内新生児搬送率

周産期に関する研修会開催回数、参加人数

新生児認定看護師の数
指標

システム改修と災害対策に関する検討会の設
置及び検討会の開催回数

全県的な入・退院支援コーディネートチームの設置

3

円滑な患者受入、搬送体制の維持
空床情報システムの充実

小児外科研修医数

周産期母子医療センターに勤務する関連診療科医師数

（麻酔科、眼科（未熟児網膜症対応可）、小児外科医）
指標５

災害時にも周産期医療が提供できる体制の確保
災害を想定した準備

指標１ 小児・周産期リエゾン研修受講者数、認定者数
システム改修と災害対策に関する検討会の設
置及び検討会の開催回数

指標

4

災害時に対応できる人材育成

県独自
指標

社会的要因によるＮＩＣＵ長期入院児数（１年以上）

社会的要因によるＮＩＣＵ長期入院児数（半年以上）
分娩取扱施設数　 （①産科施設　②助産所）

ＮＩＣＵ専任及びＮＩＣＵ担当医師数

周産期専門医認定施設数　　（①母体・胎児／②新生児）

周産期専門研修医　 （①母体・胎児／②新生児）

周産期医療（周産期医療）分野　施策・指標体系図

Ｃ　個別施策 Ｂ　中間アウトカム Ａ　分野アウトカム

県内及び県外で提供する医療連携が確認されている

1

 周産期医療体制（病床・施設整備）の充実

めざす
べき姿

継続的に新生児死亡率、周産期死亡率、妊産婦死亡率の原因
を明らかにし、有効な対策による全国並みの安全性の維持、更
なる改善を図る

周産期医療において人材・施設・設備が持続的に安全に提供で
きる体制が整備されている。

周産期母子医療センター入院中から、必要な医療、福祉、保健
への速やかな連携が可能な支援体制が構築されている。

2

周産期医療に必要な人材育成

必須
指標

・新生児死亡率
・周産期死亡率
・妊産婦死亡率・死亡原因

必要な病床数が配置されている

●沖縄県　第７次沖縄県医療計画　https://www.pref.okinawa.jp/site/hoken/iryoseisaku/kikaku/iryoukeikaku.html



番号 番号 番号

周産期母子医療センターにおける在宅移行支援の体制整備

1

検討会の開催回数

2
指標１

安心して在宅療育・療養生活を継続できる環境整備

緊急時にどこへ受診すればよいか知っている
保護者の割合

相談先を知っている保護者の割合

指標Ⅰ

医療体制の整備

医療的ケアが必要な児に対応できる救急病院数

指標１

3

 周産期医療（在宅療育・療養環境整備）分野　施策・指標体系図

Ｃ　個別施策 Ｂ　中間アウトカム Ａ　分野アウトカム

NICUから円滑に退院できる環境整備
指標１

指標２
退院支援プログラムがある周産期母子医療セ
ンター数

在宅支援サービスの情報が網羅された県のHPがあ
る。

退院支援コーディネーター数
1

指標１

指標２

指標１

5

災害時の対応整備

指標１

4

医療･福祉保健の連携によるサービスの実施

指標１

4

2

3

在宅で療育･療養生活が継続できる母子保健体制の
整備

在宅で療育･療養生活が継続できる福祉体制の整備

指標１

1

2

指標２

在宅で療育・療養が継続できる医療体制の整備

医療的ケアを要する小児慢性特定疾病児を全数把握
している保健所数

医療的ケアを要する児を全数把握している市町村数

指標２

3

医療･福祉･保健サービスを要する医療的ケア児を結ぶ母子保
健体制整備

指標１

指標２

在宅移行支援病床を持つ中間施設の設置検討体制整備

医療的ケアを要する小児慢性特定疾病児の支
援率

医療的ケアを要する児の支援率

保護者の利用しやすい在宅児童福祉サービスの構築

在宅移行支援病床を持つ中間施設数

指標２

全県的な入退院コーディネートチーム設置（再掲）

指標１

医療的ケアを要する児を災害時の要援護者リ
ストに載せている市町村数

医療･福祉・保健に関する相談が１ヶ所でできる市町村数

災害時要援護者として医療的ケアが必要な児を把握
している市町村数

医療的ケアを必要とする児に対応できる相談支援事
業所数

医療的ケアを必要とする児に対応できるレスパイト施設数

地域で児や家族が安全に安心して生活できる環境整備

指標１

指標２

1

圏域毎に小児に対応している訪問看護ステーション数

災害時に医療的ケア児の対応が決まっている
市町村数

指標４

1

コーディネートチームの配置及び連携回数

訪問看護利用者の利用者数

1年以上の社会的要因によるNICU入院児数

半年以上の社会的要因によるNICU入院児数

指標３

指標２

指標１

乳児の状態に応じた療育・療養環境が整備されている

●沖縄県　第７次沖縄県医療計画　https://www.pref.okinawa.jp/site/hoken/iryoseisaku/kikaku/iryoukeikaku.html



RH-PAC 地域医療ビジョン／地域医療計画ガイドライン 
【周産期医療】

7．施策と指標のマップ 
図表 3 周産期分野の施策と指標のマップ

8

産前産後の継続的指導、
母乳育児支援、子育て支
援
指
標

・母乳外来等の数
・母乳育児率

9

質の高い医療を提供するた
めの体制整備の支援

指
標

・混合病床率
・母児同室実施率

医療処置に関する基礎指
標の把握

指
標

指
標

・陣痛誘発剤使用、会陰切開
等の国際的基礎指標

指
標

・健診助成金受給率
・健診未受診分娩数

4

機能分化と役割分担・ネッ
トワーク強化

指
標

3

周産期医療の全体的な質
が向上している

指標は多岐にわたるため、
中村ら（2014）p.48参照【注6】

・新生児・妊産婦死亡率
・脳性まひ等後遺症発症率

指
標

・緊急時対応研修等予算
・新生児蘇生法研修受講者数

・緊急時体制充実度

指
標

6

社会的困難を抱える妊産
婦への受診・受療支援

7

3

効率化による安全の担保と
質の向上

5

緊急時対応の研修等への
支援

指
標

・院内助産、オープンシステ
ムの導入率

2

緊急時に適切な対応がで
きる体制が整備されている

1

産みやすく、子育てしやす
い状況になっている

指
標

・出産、育児に関する(患者・
医療従事者)総合地域評価

周産期医療を支える人的
資源が充実している

2

分娩取扱医、小児科医、助
産師の新規養成・復職支
援
指
標

・養成施策予算
・養成された医療従事者数

1

長時間労働を回避する医
療従事者の労働環境の整
備
指
標

・労基法遵守施設率
・シフト勤務制導入率

1

指
標

・産科医師充足率
・助産師充足率

A　分野アウトカム
番
号 C　個別施策

番
号 B　中間アウトカム

番
号
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【周産期医療】

8．指標リスト（定義と説明） 
□1 趣旨

下記は「あるべき姿と推奨施策」「施策と指標のマップ」における指標の説明である。

図表 4 周産期 指標リスト

指標名 指標の定義 備考 

A1 
・出産、育児に関する患者・
医療従事者による総合地域
評価

患者（家族）調査と医療従事者調査を基にし
た、専門家による評価(米・英国を参考とする) 

(O) 要開発

B1 
・産科医充足率

・助産師充足率

・医療圏ごとの産科医師数、助産師数の分娩
件数又は新生児数に対する割合

(O) 要開発

B2 

・新生児・妊産婦死亡率

・脳性まひ等後遺症発症率

・全分娩数に対する新生児・妊産婦死亡の割
合
・全分娩数に対する脳性まひ等の発症割合

(O)＊人口動態統計 

(O) 要開発

B3 ※指標は多岐にわたるため、中村ら（2014）の p.48 を参照【注 6】

C1 
・労基法遵守施設率
・シフト勤務制導入率

・労基法遵守している周産期施設の割合
・シフト勤務運用中の周産期施設の割合

(S) 要開発
(S) 要開発

C2 

・養成施策予算

・養成された医療従事者数
・復職支援施策予算

・就労復帰した医療従事者
数

・奨学金や後期研修医給与補助制度など医

師、助産師の養成に関わる予算額
・分娩取扱医、小児科医、助産師増加数
・医師、助産師の復職支援研修制度、院内保
育園など復職支援に関わる予算額
・就労復帰した分娩取扱い医、小児科医、助
産師数の数

(S) 要開発

(O) 要開発
(S) 要開発

(O) 要開発

C3 

・医療資源の量的把握

・人員の地域定着率

・都道府県が域内の周産期に関わる人員およ
び医療施設を把握している度合い
・産科医、小児科医、助産師等、周産期に関
わる人員の県内定着年数の平均。

（S）*医療計画 

（S） 要開発

C4 ・緊急時体制充実度
・搬送コーディネーターの数、高機能救急車整
備台数、低体温療法のカバー率、搬送先決定
までの平均時間

(P) 要開発

C5 

・緊急時対応研修等予算

・新生児蘇生法研修受講者
数

・新生児蘇生法など、緊急時対応の研修支援
等に関わる予算額
・新生児蘇生法教育を受講、継続学習してい
る医師、助産師、看護師の人数

(S) 要開発

(S) 要開発

C6 
・健診助成金受給率
・健診未受診分娩数

・健診助成対象者の受給者の割合
・健診未受診で分娩した妊産婦の数

(S) 要開発
(S) 要開発

C7 
・陣痛誘発剤使用、会陰切
開等の国際的基礎指標

・自然分娩率、鉗子・吸引分娩率、帝王切開
率、会陰切開率、陣痛誘発・促進剤使用率と
いった医療介入の基礎指標

(P) ＊医療施設（動
態）調査・病院報告、
一部要開発

C8 

・助産師外来等の数

・産前産後家庭訪問率

・母乳外来等の数
・母乳育児率

・院内助産所、助産師外来、産後院、子育て

支援員の数
・産前産後の保健師、助産師による全分娩数
に対する訪問の割合
・母乳外来等の施設数
・全新生児中で母乳育児をしている割合

(S) 要開発

(P) 要開発

(S) 要開発
(O) 要開発

C9 
・混合病床率

・母児同室実施率

・分娩施設病床数に占める混合病床数の割
合、ユニットマネジメント実施率
・早期母児同室を実施できる施設の割合

(S) 要開発

(P) 要開発

（S）：ストラクチャー指標、（P）：プロセス指標、（O）：アウトカム指標、＊：既存指標
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